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触法・被疑者となった高齢・障害者への支援の研究（H21-障害-一般-001） 

「弁護活動と福祉の連携に関する研究」 

研究分担者：荒 中（荒・大橋法律事務所、弁護士） 

 

研究要旨：触法・被疑者となった高齢・障害者に対する弁護体制が未整備なため、対象者にとって不利

益を生んでおり、人権擁護と再犯防止のためにも効果的な司法福祉的支援が必要である。そこで、刑事

裁判の弁護活動における福祉との連携の可能性を探るべく、国選弁護制度や裁判員裁判など様々な制度

下での現状調査を行い、弁護人による福祉的対応の実践について事例を通して検討し、司法関係者に向

けて啓蒙活動を行った。その結果、具体的事案での弁護活動の改善と捜査機関の対応改善の必要性が見

え、次年度へのさらなる具体的取り組み・対応を検討している。 

 

A. 研究目的 

被疑者となって公判中、あるいは犯罪事実が認め

られたが、不起訴処分や起訴猶予処分となった者及

び執行猶予付判決を受けたいわゆる「触法・被疑者」

となった高齢・障害者については、福祉的な支援体

制が不備な状況にあり、弁護活動における人権擁護

の面からも、再犯防止の面からもその必要性が指摘

されてきた。 

当研究グループは、日本司法支援センター（法テ

ラス）や裁判員制度の事例、また各地の取り組みか

ら、刑事裁判の弁護における福祉的対応を行う場合

の課題の整理と対応の検討を行うと共に、弁護士へ

の啓蒙活動を行った。 

触法・被疑者となった高齢・障害者に対する弁護

活動と福祉の連携に関する、本研究の目的は、（1）

国選弁護制度、裁判員裁判制度、民事法律扶助制度

などの下、現状ではどのように連携されているか統

計を調査し、（2）刑事裁判の弁護活動の取り組みに

ついて事例を通して調査・検討し、（3）触法障害者

への司法福祉的支援に関するシンポジウムを企画・

開催し、書籍などでの特集掲載準備の活動を通じて

啓蒙活動を行い、（4）モデル事業の実施など次年度

へのさらなる具体的な取り組みにつなげていくこと

が目的である。 

 

B. 研究方法 

前年度の研究テーマである刑事裁判の弁護におけ

る福祉的対応の可能性と課題の整理・対応の検討を

さらに深化させていくため、本研究は、 

 

① 日本弁護士連合会の本研究に関する活動の概況

を既存の統計（別紙1～6）を調査してその特徴

を明らかにする。 

② 当研究グループが「触法障がい者の司法福祉的

アプローチ」をテーマにシンポジウムを企画・

開催することで（別紙7～9）、司法関係者間で

意見交換・協議・啓発を行なうと同時に市民の

理解を深める。 

③ 刑事弁護を実践するうえでの支援状況、福祉と

の連携の有無・内容を把握するため、日本司法

支援センタースタッフ弁護士等から弁護活動の

詳細を聴取して現状を分析し（別紙10～11）、

それを踏まえ、具体的方策の取り組みに着手す

る（後記「2．2.3．上記調査を踏まえた活動」）。 

④ 大阪弁護士会支援センターの調査を分析するこ

とで、効果的な福祉との連携について検討する

（別紙12）。 

⑤ 全国各地への普及活動及びモデル的な取り組み

の実施を次年度の課題として検討する。 

 

なお、別紙一覧は本研究報告の「E.結論」の後に記

載した。 

 

（倫理面への配慮） 

モデル事業による支援や、アンケート情報、事例研究

等における個人情報の取り扱いについて次のとおり厳

格に管理する。 

 

1. 個人情報は、本研究の研究代表者と研究分担者

及び事前に名簿を提出した研究協力者・研究助

言者（以下「関係者」という）に限って閲覧・

分析可能とすること。 

2. 個人情報は、本研究の目的以外の目的で利用し

ないこと。 

3. 個人情報を電子情報の形にした場合は、ファイ

ルにパスワードを設定し、関係者以外の者が閲

覧できないようにすること。 
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4. 上記 3の電子情報を扱うパソコン等は、インタ

ーネットに接続した状態で使用せず、コンピュ

ーターウイルスに情報流出を防止する措置を講

ずること。 

5. 紙媒体による個人情報は、むやみに複写をとら

ず、関係者以外の者には閲覧させない。 

6. 個人情報を利用した研究成果を公表する場合は、

個人が特定されることのないように配慮するこ

と。 

7. 研究を終了したときは、個人情報を慎重な手続

きですみやかに廃棄すること。 

8. 研究分担者は、本要領及び研究分担者が定める

個人情報の保管・管理上の規定について、関係

者に周知徹底を図ること。 

 

C. 研究結果 

1． 日本弁護士連合会における本研究に関連する

活動 

1.1．国選弁護制度をめぐる現状 

日本弁護士連合会は、平成21年5月21日に開始

された裁判員裁判と本格的に実施された被疑者国選

について、各単位会とともに積極的に対応態勢の確

立に向けて努力してきたが、平成 23年 2月 1日現

在の日本司法支援センターとの刑事国選に対応する

契約弁護士数は18000人を超え、被疑者国選が開始

された平成18年10月の2倍以上に達する状況にあ

る。 

他方、被疑者国選弁護事件は、毎月200件前後の

件数で推移しているが、これは当初想定した件数を

下回っている。（ちなみに、被告人国選は年間 7 万

件前後の件数で推移している。） 

以上については、別紙 1（国選弁護人契約弁護士

数の推移）、別紙2（国選弁護事件受理件数）をそれ

ぞれ参照されたい。 

 

1.2．日本弁護士連合会委託援助事業をめぐる現状 

次に、日本弁護士会連合会が会員から特別会費を

徴収するとともに自ら約 12 億円もの資産を投入し

て日本司法支援センターに委託して実施している

「少年に対する扶助的付添人活動」、「被疑者刑事弁

護活動」、同じく贖罪寄付や同連合会の一般予算から

の組入れ等により、約4億円の資金を投入して日本

司法支援センターに委託して実施している「その他

の 7事業」のそれぞれの概況は、別紙 3（委託援助

事業統計表）記載のとおりである。 

これらの事業は、「逮捕段階の被疑者や被疑者国選

対象外の事件により勾留されている被疑者等への支

援」や「高齢者・障害者・ホームレスの生活保護同

行支援」など（日弁連ではその他の7事業と呼んで

いる。）であり、国費ないし公費をもって行なわれる

事業の対象外となってはいない事業であるところ、

本研究を進めていく上では必要不可欠な支援が多数

含まれているので触れさせていただく次第である。 

ちなみに、これらの事業に要する費用がここ 1、2

年想定外の伸びを示したことから、資金に不足が生

じ、少年刑事関係での弁護士１人当たりの毎月の特

別会費が3100円から4200円に増額されたほか、そ

の他の7事業についても同じく弁護士1人当たり毎

月 1300円の特別会費の徴収がなされることになっ

た。その結果、次年度は日弁連が少なくとも合計16

億円をさらに上回る経費をかけてこの事業を継続す

ることになった。 

 

1.3．裁判員裁判をめぐる現状 

そのほか、裁判員裁判の起訴の概況は別紙 4の 1

（裁判員裁判対象事件罪名別起訴件数）記載のとお

りであり、その結果の概況は別紙 4の 2（罪名別・

量刑分布別(終局区分別を含む)の終局人員及び控訴

人員）記載のとおりである。 

これらの裁判員裁判において責任能力が問題にな

った事案は、平成 22年 1月以降だけでも判明して

いるだけで少なくとも 40 件以上に上っており、こ

の中には知的障害や精神障害による心神喪失や心神

耗弱が争点となったものが少なからず含まれている。 

 

1.4．民事法律扶助制度をめぐる現状 

日本司法支援センターが本来業務として行なって

いる民事法律扶助の契約弁護士数は、平成 23 年 2

月1日現在13000人を超えているが、代理援助の実

績は昨年度実績で約 10 万件、本年度の見込件数は

約11万件となっている。以上については別紙5（契

約弁護士数）、別紙6（民事法律扶助援助実績）参照

されたい。 

これらの代理援助の費用は立替金とされ償還する

ものとされているが、平成 22年 1月から生活保護

受給者については、原則として免除されることにな

り、実質的に償還制から給付制に移行した。 

その後、準生活保護要件該当者（例えば、障害者

年金受給者など）についても生活保護受給者と同様
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の取り扱いをするのが相当との立場で日弁連全体で

これを実現するべく活動を展開してきたが、ようや

く次年度予算に計上され平成 23年 4月以降高齢者

や障害者等については以前と比較して要件が明確化

され免除申請を容易に行ない得るようになった。 

 

2．本年度の当研究グループの活動内容 

2.1．シンポジウム「触法障がい者への司法福祉的ア

プローチ」への支援 

日本弁護士会主催の以下のシンポジウムの開催の

ための企画段階から当研究グループにおけるこれま

での成果を踏まえ、全面的に支援してきた。 

 

テーマ：「触法がい者の司法福祉的アプローチ」～ 気

づいていますか？あなたが担当する福祉者・被告人

に障がいがあるかもしれないことに ～ 

日時：平成 22年 12月 11日（土）午後 1時から 5

時 

場所：弁護士会館2階 

 

このシンポジウムの進行との出演者、内容の概略

については別紙 7（シンポジウム案内チラシ）及び

別紙 8（シンポジウム進行予定）記載のとおりであ

るところ、もともと、弁護士、弁護士会に対し当研

究グループの研究テーマの重要性をアピールし認識

してもらう必要性があることはいうまでもないが、

さらに、他の関係者そして市民の方々にも理解を深

めてもらう必要であり、これを実践するため上記シ

ンポジウムにこの半年以上もの間、積極的に関わっ

てきたものである。その結果の概略は、別紙 9（高

齢者・障害者の権利ニュース抜粋）のとおりである。 

なお、当研究グループは、独自の立場でこのシン

ポジウムに直接、間接に関与し、協力している人々

との意見交換、協議を行ない、弁護士、弁護士会が

触法障害者に対し司法福祉的アプローチを行なう場

合の課題等について意見交換を行なった。 

 

2.2．日本司法支援センタースタッフ弁護士等への弁

護活動調査 

2．2.1．裁判員裁判でない事件における弁護活動 

実際に刑事弁護を実践する上での支援状況、福祉

との連携の有無・内容を把握するための、現在、全

国各地で活躍しているスタッフ弁護士に協力を要請

した。その結果、数名の方々から協力していただけ

ることになった。 

スタッフ弁護士からは、裁判員裁判対象となって

いない事件について、具体的弁護活動の内容や結果

について聴取した。その調査結果は、別紙10（裁判

員裁判でない事件における具体的弁護活動）のとお

りである。 

 

2．2.2．裁判員裁判事件における弁護活動 

以上に加え、スタッフ弁護士経験者やひまわり基金

公設事務所の経験者にも協力を要請したところ、上

記同様、数名の方々から協力していただけることと

なった。 

ここでは、裁判員裁判における弁護活動になり、上

記同様これらの人々から、裁判員対象事件について

の弁護活動内容・結果を聴取できた。その調査結果

は、別紙11（裁判員裁判対象事件における具体的弁

護活動）のとおりである。 

 

2．2.3．上記調査を踏まえた活動 

これらの聞き取り調査を踏まえ、以下の方策実施

に向けて、取り組みを開始することとなった。 

 

ア 季刊刑事弁護ビギナーズへの掲載 

書籍「季刊刑事弁護ビギナーズ」は、新規登録弁

護士を中心として、多くの弁護士が購入している書

籍であり、刑事弁護のノウハウを身につけるための

マニュアル的な書籍となっている。 

この点に注目し、同書籍の中に「触法障がい者へ

の弁護」についての項目を盛り込むよう働きかけて

おり、現在、その実現のめどがほぼついた状況にあ

る。これにより、弁護士が早期の段階で障がいに気

付くとともに、適切な社会資源と連携を図っていけ

る体制づくりをしていきたい。 

 

イ 季刊刑事弁護における「触法障がい者への弁護」

特集 

定期刊行誌「季刊刑事弁護」は、刑事弁護分野に

おける最新の議論を発信する定期刊行誌であり、刑

事弁護を熱心に行っている弁護士を中心に広く購読

されている。 

この点に注目し、同誌のなかで「触法障がい者へ

の弁護」についての特集をくんでもらうように働き

かけている。これによって、刑事弁護に熱心に取り

組んでいる弁護士を中心として、本問題に取り組む

弁護士の裾野を広げていきたい。 
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ウ 各弁護士に対するチラシ作成・配布 

被疑者・被告人の障がいに弁護士が気づけるよう

にするべく、弁護士向け啓発チラシを作成し、弁護

士会内の各委員会との協力を図りながら、各弁護士

会を通じて、配布できるように準備を始めている。 

 

2.3．大阪弁護士会支援センター調査 

2．3.1．障害者刑事弁護サポートセンター 

大阪における障害者刑事弁護サポートセンター

（以下、「サポートセンター」という。）の取り組み

については、前年度の報告書により報告済みである

が、このサポートセンターでは、要支援者の弁護活

動に関し、本年度も大きな成果を上げており、この

活動実績を踏まえた課題の分析を行ない、これから

弁護士、弁護士会が弁護活動と福祉の連携を実践に

移していく上で必要とされる活動、効果的と思われ

る施業についての提言について検討を行なった。 

具体的には、サポートセンターを利用した弁護士

から、「専門家の紹介を受けられたり、知識のある弁

護士と一緒に活動することで、一定の安心感を得ら

れたり、障害のある被疑者・被告人に適切な対応が

できた」「捜査機関や裁判所に障害についてある程度

理解してもらえた」などといった声が寄せられた。 

他方、サポートセンターのメーリングリスト（担

当弁護士が相談をすることができるメーリングリス

ト）の登録件数がまだ100名に至っていない（平成

23年2月4日現在91名）こともあって、相談件数

はこの 1年間に月平均 2、3件といったところであ

る。実際は被疑者・被告人に障害がある、もしくは

その疑いがある件数はもっと多いいと推測されるの

で、弁護人がそれと気づいていないか、サポートセ

ンターの存在を知らないかのどちらかであると思わ

れる。今後はさらに研修等を通じてサポートセンタ

ーの意義と存在をもっと周知していく必要があると

考えている。 

 

2．3.2．大阪地検堺支部公訴取消事件 

また、大阪では、知的障がい者を被疑者・被告人

とする大阪地検堺支部公訴取消事件（知的障がい者

の「自白」調書を作成し、起訴したが、その任意性・

信用性を立証できないとして、検察自らが公訴取消

をした事案。別紙12・時系列を参照）が起きた。 

この事件では、初回接見（勾留2日目）直後、弁護

人から警察署及び検察庁に対して、知的障害の指摘

がなされるとともに、取調状況の可視化（録音・録

画）の申し入れがなされていたのに、捜査機関は、

検察官作成の「自白調書」を確認する場面のみしか

録音・録画しなかった。知的障がい者が、密室での

取調によって「自白調書」を作成され、犯人でない

にもかかわらず被疑者・被告人とされてしまうおそ

れが高いことを如実に示しているものといえる。 

 

D. 考察 

日弁連が多額の経費を負担して実施している法律

援助事案と同様、民事法律扶助も被疑者、被告人の

生活の再建にとっては必要不可欠な支援サービスで

あり、その拡充は本研究の成果を踏まえ事業を実施

するうえで極めて重要と考えられる。 

また、被疑者・被告人となった障がい者について、

弁護人が、早期の段階で障がいの存在に気づき、適

切な社会資源との連携を図っていくことの重要性が

改めて確認された。 

他方、聞き取り調査の中で、障がいがあることに

気づかれないまま、判決に至っている事件が相当数

存在していることも指摘された。 

そこで、そもそも弁護士が、早期の段階で障がい

に気付けるような具体的方策を実施すべきであり、

具体的には、大阪地検堺支部公訴取消事件のような

問題を起こさないために、今後、以下のような施策

をとる必要があると考える。 

 

① すべての取調べ場面を録音・録画し、その状況

を可視化すること。 

② 取調べに対して、弁護人の立会を認めること。 

③ 捜査機関（警察官、検察官）に対して、障がい

の有無に気づくとともに、障害者に対する適切

な対応方法を研修・教育すること。 

 

E. 結論 

平成23年は以下の取り組みを行う。 

 

1. 全国各地への普及活動 

平成 23 年度においては、大阪や埼玉だけではな

く、全国各地において各地の実情に応じた取り組み

をしてもらうために必要な諸活動を具体的に提示し、

弁護活動と福祉の連携を実践に移していくための取

り組みを行なう。 

 

例）  

• 刑事弁護研修の中に弁護活動と福祉の連携とい
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うテーマを入れる。 

• 福祉的な対応を実践するためのマニュアル作り

を各単位会における刑事弁護関連委員会等のメ

ンバーとともに行なうよう依頼する。 

 

2. モデル的取り組みの実践 

モデル的な取り組みを行なうため各地の単位会の

うち数ヶ所において弁護活動と福祉の連携について

の具体的な取り組みをしてもらう。 

 

別紙一覧 

（日本弁護士連合会の取り組み関係） 

別紙1   国選弁護人契約弁護士数の推移 

別紙2   国選弁護事件受理件数 

別紙3   委託援助事業統計表 

別紙4の1 裁判員裁判対象事件罪名別起訴件数 

別紙4の2  罪名別・量刑分布別(終局区分別を含

む)の終局人員及び控訴人員 

別紙5   契約弁護士数 

別紙6   民事法律扶助援助実績 

 

（当研究グループの活動内容報告関係） 

・シンポジウム関係 

別紙7 シンポジウム案内チラシ 

別紙8 シンポジウム進行予定 

別紙9   高齢者・障害者の権利ニュース抜粋 

 

・具体的弁護活動についての調査関係 

別紙10  裁判員裁判でない事件における具体的

弁護活動 

別紙 11  裁判員裁判対象事件における具体的弁

護活動 

 

・大阪弁護士会の取り組み関係 

別紙12  大阪地検堺支部公訴取消事件・時系列 

 

F. 研究発表 

なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況（予定も含む。） 

なし 
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別紙１０・裁判員裁判でない事件における具体的弁護活動 

 

事例１ 

同種行為に及ばないような環境調整を行い，実刑判決を防いだ案件 

 

１ 触法障がい者の刑事弁護の経験 

初めて 

２ 事件の概要 

平成２２年５月から住居侵入＋窃盗（パンストばかり３０３件） 

同種余罪多数  

(1) 動機        

パンストの感触が好き，小学校時代に好きだった先生の思い出 

(2) 被告人・被疑者の年齢 

３４歳 

(3) 被告人・被疑者の前科前歴 

執行猶予保護観察付を受けたことあり。 

５年間の保護観察期間中は，月１回面会に行っていた。話を聞いてもらえるので通った。

その間は犯行はなかったようだ。 

(4) ＩＱ 

療育手帳Ｂ２・９歳から１２歳程度 

(5) 家族・従前の生活環境 

両親，弟と同居 （全員知的障がい者） 家族の年金と生活保護が収入源     

３ いつの時点で障がい者と気づいたか 

  初回接見時に，話しかけても応答しないことから気づいた。 

４ 弁護方針 

再犯をなくす環境調整が必要 

両親は施設に入れたくない。被告人は，両親と同居することを希望。 

他方，島内の病院は，対処治療のみ。島外にある，雲仙コロニー，カウンセリング系病院

は，経済的理由から無理 

結局，消去法で，被告人はこれまでどおり自宅に住み，従来勤務していた作業所に継続し

て受け入れてもらうことにした。所長は「知的障がい者手をつなぐ育成会」会長であり，見

識がある人。作文を書かせるなど，従前以上に監督することを誓約する陳述書を裁判に提出  

被害弁償は，２人の被害者に対してそれぞれ５０００円を支払った（生活保護の中から）。 

判決は，懲役１年６月・３年間保護観察付執行猶予。 

弁護人の判決に対するコメントとしては，「同種前歴・余罪多数で，実刑の可能性もあっ

たので，環境調整が評価された。」というものであった。 

５ 弁護人の自己評価 

  よかった点  環境調整に重点を置いたこと 
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事例２ 

期日間整理にあわせて環境調整を行い，再度の執行猶予を得た案件 

１ 触法障がい者の刑事弁護の経験 

これまで何件かある。責任能力を争ったのは，今回が初めて。 

２ 事件の概要 

スーパーでの食料品の万引き（１３００円） 

(1) 動機        

食べるものがなくなった 

(2) 被告人・被疑者の年齢 

４０歳 

(3) 被告人・被疑者の前科前歴 

１ヵ月前に，懲役１年２月・執行猶予３年。コンビニでの食料品の万引き（同種の前歴

多数）。そのときの弁護人は，通常の刑事弁護。被告人が触法障がい者であるという特殊

性には意を向けたとはいえない。 

(4) ＩＱ 

４７ 

(5) 家族・従前の生活環境 

両親は，被告人が若いときに離婚。 

実母は死去。実父との交流はない。兄と二人暮らし。生活保護受給。 

３ いつの時点で障がい者と気づいたか 

初回接見時に，迎合的な受け答え，オープンクエスチョンには答えられない。警察留置係

から，障がいがあることが伝えられていた。 

４ 弁護方針 

被疑者段階時，Ｐとの話で，前科が多く，簡易鑑定でも責任能力はあると判断されたため，

起訴猶予はとれないことがわかった。 

そのため，責任能力を争うことと環境調整を図ることを方針とした。 

① 責任能力    

弁護人は，「限定責任能力」であるとの主張に対し，検察官は「完全責任能力」であ

るとの主張をした。  

期日間整理が３，４回もたれた。弁護人からは，以下の書証を請求した。 

・鑑定請求書 

・以前の事件でつながりができた社会福祉士（障がい者相談支援所所長）を伴っての

接見状況の報告書 

② 環境調整  

初めから明確な方針があったわけではない。これまでの弁護士としての活動を通じて

できたネットワークをたぐり寄せながら環境調整を行った。 

被害弁償については，被告人の兄が事前に全額買取していた 

５ 環境調整・活用できる社会資源 

同居している実兄は，土木作業員で収入があるが，生活保護を受給するなど，生活支援者



 

荒グループ 18 

としては疑問であった。 

他方，被告人は金銭管理能力が乏しく，福祉につなげる必要があった。 

そこで，社会福祉士，社協，福祉事務所との連携を図り，救護施設への入所をすることと

なった（その選定は，福祉事務所の紹介であった。）。 

また，成年後見申等の必要性も含めた善後策をケース会議を開いて検討をした。 

さらに，療養手帳の申請（中学校時代の担任を捜す，嘱託医の診察）・取得した。 

社会福祉協議会での資金借入もおこなった。 

６ 裁判所，検察への対応，反応 

期日間協議で，裁判官と話をするなかで，被告人が障がい者であることへの理解が深まっ

ているように感じた。 

７ 判決        

懲役８月，執行猶予４年，保護観察付（再度の執行猶予） 

「福祉の手当てが見込め，更生環境が格段に改善され，再犯防止を達しうる」と判決理由

に書かれた。 

弁護人の判決に対するコメントとしては，「弁護活動を評価した適切な判断である。」と

のことであった。 

事後に，保護観察所にも事情を説明し，保護観察官直々に担当することになった。 

８ 自己評価 

  よかった点 

 入居場所が決まり，被告人の生活の道筋がつけられたことはよかった。 

  改善点 

裁判後は，施設にお任せになっている。 
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事例３ 

社会復帰後の環境調整を行い，それを判決で評価された案件 

１ 触法障がい者の刑事弁護の経験 

知的障がい者について，過去に３，４回経験がある。ただし，認知症の高齢者を福祉につ

なげる弁護活動は今回が初めて。  

２ 事件の概要 

① 平成２１年２月スーパーで万引き（ビール２本２８２円） 

② 平成２１年４月スーパーで万引き（おにぎり，ブランデー９３３円） 

③ 平成２１年４月スーパーで万引き（ウイスキー１本２６５円）  

(1) 動機 

③事件については自白（現行犯逮捕），年金通帳を紛失したから。 

①②事件については認否を明確にせず。認否が二転三転。 

(2) 被告人・被疑者の年齢 

７０歳 

(3) 被告人・被疑者の前科前歴 

４０年前に，罰金前科あり 

(4) ＩＱ 

測定せず。 

(5) 家族関係 

離婚，２人の息子とは数年間連絡をとっていない 

(6) 従前の生活環境 

１人暮らし 

３ いつの時点で障がい者と気づいたか 

初回接見時にドアの側を向いて座る。弁護人の側に寄って話をしない。 

家族との連絡を拒否。４０分で，被疑者の方から接見を打ち切り，頑固な印象。 

２，３回接見を重ねるうちに，記憶が曖昧であったり，妄想的な言動で，認知症を疑うよ

うになった。そこで，簡易知能検査をした結果１５点であることがわかり，認知症の疑いが

濃厚となった。 

４ 弁護方針 

① 責任能力を争うことも考えたが，犯行当時に認知症であったかどうかは不明であり，

執行猶予相当の事案であることも考慮して，争わないことにした。ただし，被告人質問

では，認知症の症状が進んでいることを理解してもらう工夫をした（Ｑ「今，あなたが

いるのはどこですか」Ａ「県警です」）。 

② 再犯可能性防止に重点を置いた。 

被告人の親族と連絡を取ったが，「身元引受人となることは困難」との回答であった。

そこで，福祉につなげる必要性を感じ，地域包括支援センターに連絡をとった。同セン

ターでは「認知症であれば，要介護，施設入居も可能」との回答であった。そこで，担

当者の紹介を受ける。初めから福祉とのネットワークがあったわけではないが，たまた

ま地域包括の１人の職員と面識があり，その人を糸口にして，様々な人とつながった。 
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なお，被害弁償をしたかったものの，資力がなくできなかった。謝罪のみ。 

５ 環境調整 活用できる資源 

親族に協力要請をしたが，拒否。  

介護申請。できる限り早く介護サービスを受けられるように，拘置所内での面談調査を依

頼。釈放後の暫定的なサービスの教示→面談調査の結果，「ほぼ要介護レベル。施設入居も

可能」と診断。預金管理サービス。 

民生委員へも協力を要請（被告人の日常生活を教えてもらえた→陳述書の作成）。 

６ 裁判所，検察への対応，反応 

裁判所に対して，「環境調整のために，判決期日を伸ばして欲しい」旨を要望したが，裁

判所は，「執行猶予相当。即決で判決を出したい。」，「弁護人がやっている地域包括支援

センターとの連携等は，国選の範囲を超えている。」とまで，言われた。 

７ 判決      

懲役１０月 未決勾留日数２０日間算入。２年間執行猶予。 

判決理由で，「Ａの認知症が疑われること，精神状態が犯行に影響，介護支援等がなされ

る体制が整えられつつあり，今後は今までとは異なる公的な支援体制が期待できる。」 

弁護人の判決に対するコメントは，「当初，裁判所は，触法障がい者に対する弁護活動に

ついて，無理解とも思われる言葉があったが，判決では，福祉との連携が，弁護活動として

評価され，手応えを感じた。被告人質問も効果があった。」というものであった。 

８ 自己評価 

  よかった点  

地域包括支援センターに知り合いがいたことが，突破口となった。 

  改善点  

   福祉のサービス内容がわからなかった。知識があれば，もっと迅速に進めることができ

た。 
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別紙１１・裁判員裁判対象事件における具体的弁護活動 

 

事例１ 

情状鑑定や社会資源との関係調整を活用して執行猶予につなげた案件 

 

【事案の概要】 

起訴罪名 ： 強盗致傷 

判  決 ： 懲役３年（求刑・懲役４年）， 

       ５年間執行猶予・保護観察付き，未決勾留日数５０日算入【確定】 

 

【公訴事実の概要】 

 被告人は，スーパーマーケットにおいて，女子高生２名がテーブル上に財布を置いたまま一

時的に離席した際，両名の所有の財布を窃取したところ，店員等に発見され，逃走を図ったが，

逃走経路上において女子高生１名に逮捕されそうになるや，同人の頭部をバッグで殴り，倒れ

込んで起き上がろうとする同人の胸部を足蹴にする暴行を加え，同人に加療約１か月を要する

胸骨骨折の傷害を負わせた。（強盗致傷・裁判員対象事件） 

 

【弁護活動の概要１・捜査段階】 

１ 障がいがあることを覚知した経緯 

弁護人は，被疑者段階で面会するや，本人が「ヌボーッとした感じ」であることを感じた。

また，本人の経歴を聞き出すうちに，本人が養護学校を卒業していることを聞き出した。な

お，本人は，１６歳のときに一度，療育手帳を取得していたものの，その後の更新の際に必

要な再判定を受けていなかったため，手帳の更新がなされていなかった。 

２ その後の対応 

本人に知的障がいがあると覚知したため，捜査機関に対して，取り調べ全過程の録画・録

音を要求するとともに，「相手方の発言にあわせる傾向があること」「誘導的な取調をしな

いように」という旨の申し入れを行った。 

被害者対応をしようとするも，被疑者段階では，被害者との連絡がつかなかった。 

以上を前提に，本人を不起訴処分とするよう，検察官に求めた。 

 

【弁護活動の概要２・公判前整理段階】 

以上の活動にもかかわらず，被疑者は起訴された。被疑者段階においては，検察官による

簡易鑑定すらされなかった，とのことであった。 

１ 起訴直後の保釈請求 

起訴直後，保釈請求を行ったところ，いったんは保釈許可決定がなされたものの，検察官

から準抗告され，同決定は取り消されてしまった（その後，弁護人から特別抗告を行うも，

これも棄却され，本人は，しばらくの間，身体拘束をされることとなった。 

２ 第二次保釈請求 

その後，公判前整理手続を経て，公訴事実に争いがないこと等が明らかになった段階で，



 

荒グループ 22 

再度，保釈請求を行った。 

その結果，被告人本人は保釈された。 

３ 療育手帳の再取得 

本人の保釈を受け，弁護人は，療育手帳の再取得につなげた。 

４ ケース会議の開催 

弁護人が発案して，今後の本人支援のためのケース会議を行うこととし，本人（保釈後か

ら），本人の両親，弁護士，市の障害支援課担当者，養護学校教諭などの出席を求めて。本

人の今後の生活等について，関係機関が情報共有を図り，各機関がどのような支援をしてい

くのかを決めていった。 

ケース会議は，合計８回に及んだ。 

５ 鑑定請求 

弁護人は，責任能力を争いつつ，情状面でも精神鑑定が必要である旨をも主張し，最終的

には，情状鑑定をすることとなった。鑑定人の人選は，裁判所が行った。 

鑑定の際にも，伝聞証拠からの情報で鑑定がなされないように申し入れるとともに，関係

者（これまで本人と関わってきた社会資源関係者・ケース会議の参加者でもある）のリスト

を弁護人が提供し，鑑定人は，これらの関係者から直接事情を聴取したうえで，鑑定を行っ

た。 

鑑定の内容は，下記のとおりであった。 

【鑑定の内容】 

・本人との面接・心理テスト１１回 

・知能検査（ＷＡＩＳ－Ⅲ・成人知能検査） 

・性格（人格）検査（ＭＭＰＩ，ＹＧ，ＳＣＴ，ロールシャッハ，ＴＡＴ，ソン

ディテスト，描画テスト） 

・本人の両親との面接５回 

・参考人面接 

  ・都道府県総合リハビリテーションセンター支援部（就労移行・転換支援担

当課長＋サービス調整担当課長） 

  ・都道府県教育局特別支援教育課（指導主事） 

  ・市町村障害者生活支援センター（支援専門官２名） 

・事件現場視察 

 

【公判での活動】 

 弁護側の立証 

 ・示談書（被害者に対して１００万円の被害弁償） 

 ・被害者から出された裁判所への意見書（宥恕意思のあるもの） 

 ・還付請書 

 ・報告書（被告人の知的能力について） 

 ・証人 

    ・母（主尋問１０分，反対尋問１０分） 

    ・鑑定人尋問  鑑定人による概要報告３０分，弁護人尋問３０分，検察官尋問３０
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分，補充尋問１５分 

      「軽度知的障がい」というと，障がいが軽い（＝障がいがない人とほとんどかわ

らない）というイメージを持たれてしまいかねないので，弁護人は，ＩＱの分布

の中で「被告人のＩＱ５９」は，「とくに低い」というカテゴリーにあることを

明確にさせた。 

    ・Ｈ障がい者生活支援センター職員（弁護人１５分，検察官１５分） 

 

【判決】 

 以上の結果，判決では，以下のとおりの判示がなされた。 

 

 このように，本件犯行前には，知的障害を有する被告人に対する指導，助言が適切になされ

ていなかったのであり，それが本件犯行に影響していることは否定できないところであるから，

この点は被告人に有利に斟酌されるべきである。 

 さらに，次のような被告人に有利に斟酌されるべき事情もある。すなわち， 

 被告人は，軽度精神遅滞の知的障害を有している。学校でのいじめなどもあってストレスの

多い生活環境にあったことから，失敗など不快な気持ちに対しては，余り深く考え込まず，軽

く受け流してしまう傾向が顕著である一方で，几帳面さ，律儀さ，徹底的，熱中的といった粘

着的な性格をも有している。価値観，人格特性等は反社会的でなく，犯罪常習性は強くない。

被告人の両親は，被告人の言語的知能が比較的高かったことから，被告人の知的障害に対する

理解が十分ではなく，被告人に対する有効適切な助言，援助が不足していた。そのような中，

被告人は，好意を抱いていた女友達に対し，食事代の名目で金銭を支払う約束をし，さらに，

その女友達とメールのやりとりをするうち，支払をすることによって女友達を助けたいとの思

いも抱くようになった。そして，支払期限が間近に迫り，約束を守らないといけないという焦

りや切迫感を抱いて心理的に追い詰められ，現実的な検討能力の低さも相俟ち，目の前にある

財布を見て機会的。急性的に本件犯行に至った，というのである。 

 このように，本件犯行前には，知的障害を有する被告人に対する指導，助言が適切になされ

ていなかったのであり，それが本件犯行に影響していることは否定できないところであるから，

この点は被告人に有利に斟酌されるべきである。 

 さらに，次のような被告人のために酌むべき事情もある。すなわち， 

 Ａ子の父親との間で示談が成立し，示談金１００万円が支払われている。示談の成立を受け，

Ａ子の父親が，Ａ子の意向を踏まえつつ，「犯人に対する罰については，特別に重くとか特別

に軽くという希望はない」旨記載された意見書を提出しており，被害者らの処罰感情が緩和し

ていることが窺われる。被害品である現金及び財布が被害者らに還付され，財産的被害は回復

している。本件犯行は，既に見たとおり，心理的に追い詰められた被告人が，誰もいないテー

ブルの上に置かれたままの財布を見て咄嗟に敢行したものであって，計画性がなく，偶発的な

ものである。被告人は，事実を素直に認め，被害者らへの謝罪の意思を表明するなど真摯な反

省の情を示している。被告人は，これまで前科がなく，養護学校を卒業後は怠勤等もなく真面

目に仕事をしてきた。 

 以上の諸事情を総合して考慮し，とりわけ，被告人の知的障害が犯行に与えた影響，被害者

との間で示談が成立し，被害者も厳しい処罰までは求めていないことなどに思いを致すと，検
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察官の指摘する犯行の危険性，結果の重さ等を十分に勘案しても，本件は，刑の執行を猶予す

るのが相当な事案である。 

 もっとも，情状鑑定において，被告人は，失敗など，不快な気持ちに対しては，余り深く考

え込まず，軽く受け流してしまう傾向が顕著である旨指摘されていることは，既に説示したと

おりである。加えて，本件犯行前と異なり，両親による指導監督や福祉機関の援助が期待でき

ることは弁護人指摘のとおりではあるものの，それらは被告人や家族ら周囲の者の自発性に依

拠する面が大きいことも併せ考えれば，被告人の更生をより確かなものにするためには，猶予

の期間中，被告人を保護観察機関の補導，援護の下に置くことが相当である。 

 そこで，被告人に対しては，酌量減軽をして主文の刑に処した上，今回に限りその刑の執行

を猶予するとともに，猶予の期間中，保護観察に付することとする。 

 

【弁護人のコメント】 

 執行猶予付き判決がでたものの，弁護人としては，その判決に不満をもっている，とのこと

であった。 

 すなわち，本件について，弁護人は，被害弁償がなされたうえに被害者からの宥恕も得てお

り，執行猶予相当事案であると考えていた。だからこそ，各種社会資源のサポート状況を厚く

立証し，（現状としてその実効性に乏しい）保護観察を付さずとも，本人の再犯を防ぐことは

できる，との主張をしていた。 

 しかし，判決では，この点についての弁護人の主張をほとんど容れておらず，結局のところ

保護観察機関の補導，援護が必要，などという結論になってしまった，と弁護人は感じている

とのことであった。 
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事例２ 

社会資源との関係調整を行ったものの結果の重大性などから実刑となってしまっ

た事案 

 

【事案の概要】 

起訴罪名 ： 現住建造物等放火 

判  決 ： 懲役３年（求刑・懲役６年），未決勾留日数１２０日算入【確定】 

 

【公訴事実】 

 内縁の夫と同居する共同住宅の自宅居室に敷かれていた布団にライターで点火して火を放

ち，自宅居室及び上階の床板，壁，天井等を焼損（焼損面積約３５平方メートル）した。 

 

【捜査段階での弁護活動】 

 捜査段階で精神鑑定の証拠保全請求を行った。それ自体は却下されたが，留置施設から主治

医のもとに搬送され，主治医の診察が受けられた。 

 

【公判前整理段階での弁護活動】 

 被害弁償をする，などの弁護活動を行うほか，以下のような活動を行った。 

 被告人が通っていた病院のみならず，弁護人自らが探してきた自立支援施設の職員などとい

った社会資源から証言が得られるように調整をした。とくに，この自立支援施設職員は，拘置

所に赴き，被告人本人と面会をした上で，施設での受入プラン等を立て，これを法廷で証言し

た。 

 また，執行猶予判決の可能性があることを示すため，量刑データベースに基づき独自の量刑

資料を作成して，事前に検察官と合意して弁論の際に配付した。 

 

【争点】   

 公判前整理手続では責任能力を争う旨の主張をしたが，主治医及び鑑定人（鑑定受託者）の

意見を踏まえて撤回したため，争点は量刑（執行猶予を付すべきか否か）に絞られた。 

 

【争点に関する当事者の主張】 

１ 検察官は，①被害結果重大，②延焼危険性大（公共の危険），③厳重処罰希望，④動機が

身勝手・自己中心的の４点を主張立証し，懲役６年を求刑した。 

２ 弁護人は，①損害，②原因，③今後をテーマにした立証計画を策定し，①避難を呼びかけ

ていること，損害の大半は保険及び父親の協力により回復されていること，②人格障害の影響

により判断力が低下していたこと，③社会内で受け入れる環境が整っていることを主張立証し，

執行猶予（保護観察付き）判決を求めた。 

 

【鑑定の内容及び立証方法】 

 捜査段階で，鑑定留置を伴う本鑑定（いわゆる起訴前本鑑定）が行われており，特定不能の
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人格障害により，是非弁識能力及び行動制御能力が「多少は」低下していたと鑑定されていた。 

 ①責任能力自体は争点にはならなかったが，検察官は，②動機を立証するために鑑定人の証

人尋問を申請し，弁護人は，③人格障害の原因（劣悪な養育環境の影響があること）を立証す

るために証人申請した。 

 証人尋問は，検察官，弁護人，裁判所の順に行われ，証言に際して，鑑定人作成のパワーポ

イントを利用する方式が用いられた（交互尋問ではあるが，いわゆるプレゼン方式に近い。）。 

 

【弁護人の立証活動】 

弁護側の立証 

・１１９番通報の報告書 

・領収書・被害弁償報告書等→被害弁償をしたこと 

・被告人質問 （事件当日の出来事，生い立ち，反省状況） 

・父尋問（生い立ち，被害弁償状況，今後の支援の状況） 

・鑑定人尋問（放火の動機，人格障害になった経緯） 

・証人尋問（病院関係者：病院が社会復帰後の被告人の受入を約束する） 

・証人尋問（自立支援施設関係者：自立支援施設としても，社会復帰後の被告人を受け入れる） 

 本件放火の原因については，被告人質問及び父親の証言により「養育環境が劣悪であったこ

と」を立証した上で，鑑定人の証言に基づき，「劣悪な養育環境の影響により，特定不能の人

格障害になり，人格障害の影響により正常な判断ができなかった」ことを主張立証した。鑑定

人は「このような養育環境でなければ，人格障害になることはなく，人格障害でなければ，こ

のような事件を起こすことはなかった」と証言した。また，人格障害が本件犯行に与えた影響

は「５０～６０％」であると証言した。 

 今後の支援態勢については，本件以前から通院していた病院の精神保健福祉士が証言し，「被

告人の病状及び本件犯行を十分に理解した上で，病院の上層部及び主治医と協議し，仮に執行

猶予判決となれば，判決当日に医療保護入院で入院させる態勢を整えている」と証言した。ま

た，医療保護入院（１項入院）のために必要な保護者選任の審判を家庭裁判所に申し立て，父

親を保護者として選任させ，父親の証言に安易に退院に同意しないことを証言させた。また，

自立支援施設（NPO法人が運営）の臨床心理士が証言し，「被告人と東京拘置所で面会した上

で，施設長及び病院と協議し，仮に退院できる状態になった場合には，３か月後を目途に当施

設で受け入れることが可能である」と証言した。 

 なお，精神保健福祉士は，「多くの精神障害者が刑務所に入れても，出所後は適切な支援が

受けられない現状にある」ことを証言し，臨床心理士は刑務所で面会した経験から「適切な支

援を受けられなかったために，犯罪を犯してしまう精神障害者が多いこと」を証言した。 

 

【弁護人の主張（最終弁論）】 

 弁護人は，最終弁論において，下記の３点を主張した。 

１ 人格障害の影響で判断能力が低下していたことが本件の原因であること 

鑑定人の証言内容は，以下のようなものであった。 

すなわち，被告人には，「特定不能の人格障害」があり，事件前から「慢性的な空虚

感」に基づく「希死念慮，自殺未遂」があった。事件当時も「違法性の意識が不十分」
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で判断能力は「多少」低下していた。人格障害の影響が「４０から５０％」はあった。

「人格障害でなければ，この事件は起きなかった」。 

被告人が「人格障害になった原因は，親の精神病と」「幼少時の養育環境」であり，

本人の努力ではどうにもならないものである。 

これらの事情からすると，被告人を強く非難できない。 

２ 事件後，被告人が避難を呼びかけ，損害の大部分も回復されていること 

被告人本人が避難を呼びかけ，早期に消防車が到着して，被害拡大を防いだ。死傷者

はおらず，建物の損害については保険金が支払われた上，不足分も父親が支払っている。

損害の大半は回復し，大家も厳罰を望んでいない。 

３ 被告人を受け入れる環境が整っていること 

本件当時は精神状態が悪化していた。しかも，その支援体制は不十分であった。それ

ゆえ事件を防げなかった。 

現在は，病院，施設とも受入を約束しているし，父もできる限りの支援を約束してい

る。専門家の支援を受けて社会内で生活する環境が整っている。 

 そのうえで，弁護人は，刑罰の目的について，以下のとおりの主張を展開した。 

刑罰の目的は，①行為に見合った責任と，②再犯防止にある。 

本件では，①同種事案の半数程度に執行猶予が付されているうえ，②今なら専門家の

支援も受けられるし，保護観察も付けられる。再犯防止のために，刑務所に入れる必要

性はない。 

ここで，執行猶予という制度は無罪放免を意味するものではない。再び，犯罪を犯せ

ば，執行猶予は取り消されうる。保護観察を付けた場合には，保護観察官・保護司の監

督を受け，遵守事項を守らないといけない。これを守らなかった場合にも執行猶予が取

り消されることがある。また，保護観察がついている場合には，二度目の執行猶予はな

い。 

これらの事情からすれば，被告人には執行猶予（保護観察付き）を付するべきである。 

 

【判決】 

 判決は，「被告人の刑を重くする事情」として，以下の点を挙げている。 

（1） まず，被害結果と公共に対する危険が大きかったという点である。 

本件アパートは，隣家に近接した住宅密集地にある木造２階建ての共同住宅であ

り，しかも，本件当時は４部屋に各１名が在室していた。被告人が放った火は，大

きな炎が立ち上るほどの火事となり，出動車両は２１台に上り，１００人以上が消

火活動に当たったにもかかわらず，鎮火までに２時間以上も要し，１階の被告人方

とその真上の２階の居室は激しく焼損した。アパートの他の居室や近隣の住宅に延

焼する危険があり，本件アパートの住民はもとより，近隣住民らの生命・身体・財

産を脅かす非常に危険な犯行である。本件放火により，焼損した家屋や家財などに

保険会社の支払額を基準にしても約１６００万円という金額に換算できる財産的な

被害が生じたほか，前記２階の被害者には，思い出の品を失う，あるいは精神的に

不安を抱えるなどの被害も生じており，当然のことながら，被告人に対して厳しい

処罰感情を抱いている。 
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なお，弁護人は，財産的被害はその大半が回復されていると主張し，その点を被

告人に有利に考慮すべきであると主張するが，被告人の父親が支払った８０万円弱

の被害弁償金を除けば，被害者らが掛けていた保険の保険金によって回復されたも

のであるから，この点を被告人に特に有利な事情とみることはできない。 

（2） 本件犯行の動機について，被告人は自殺を図ったものであると供述するが，被告

人の精神鑑定を実施したＸ医師によれば，被告人は，同居の交際相手に見捨てられ

るのではないかとの不安から自分に注意を向けさせようとして犯行に及んだものと

分析されている。いずれにしても，被告人は近隣住民に与える被害を省みることな

く本件犯行に及んだものと認められ，その動機は身勝手かつ短絡的との評価を免れ

ない。 

 

 他方で，「被告人の刑を軽くする事情」としては，以下の点を判示している。 

（1） 前記Ｘ医師の精神鑑定によれば，被告人は特定不能のパーソナリティー障害（境

界性ないし依存性パーソナリティー障害の傾向がみられる。）であるとされている。

被告人が身勝手にも本件犯行に及んだことは，そのような人格的な偏りが影響して

いるものと考えられ，同障害がなければ本件犯行は起きなかったといえよう。そし

て，被告人が，小学生のころから，母親が精神的な病のため，家事をほとんどやら

ず，父親以外の男性を家に入れて生活するなどという異常な家庭環境の中で育ち，

中学時代から友人宅などで生活し学校にもほとんど行かなかったなどの生い立ち

が，パーソナリティー障害の一因となっているのではないかと考えられるところで

ある。そうすると，被告人に責任を帰すことができないような事情も本件の遠因と

なっていることを否定できず，そのような観点からは被告人を強く非難することは

躊躇される。 

（2） また，被告人は，放火した炎が３０センチメートル程度になった時点で，放火し

た旨アパートの管理会社に電話をかけ，２階の２０１号室の住人に避難するよう呼

びかけた上で，再度自室に戻って１１９番通報をしている。現実にも，２０１号室

の住人がした１１０番通報がきっかけとなって比較的早期に消火活動が開始されて

おり，このような被告人の行動によつてより大きな損害や延焼を免れた面があると

いえる。このほか，被告人が８か月余りにわたりその身体を拘束されて反省の機会

を与えられたことや，当公判廷においても事実を認めて反省の言葉を述べているこ

と，これまで被告人に前科前歴がないことも刑を軽くする事情ということができる。 

さらに，被告人が本件以前から治療を受けていた病院の精神保健福祉士や自立支

援施設の臨床心理士が出廷し，被告人が社会復帰した場合，とりわけ執行猶予付き

の判決を受けた場合には，判決言渡しの日から精神科による入院治療を受けさせ，

その後は自立支援施設において被告人を受け入れる態勢を整えていることなど，被

告人を支援する具体的な方策について証言し，被告人の父親もこれに協力する旨供

述している。 

 以上の各事情を示した上で，本判決は，以下のように結んでいる。 

以上に指摘した事情を前提に，同種事案における量刑傾向も考慮した結果，当裁判

所は，被告人に対しては酌量減軽をした上で実刑に処するのが相当であると考えた。
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その理由は，行為に応じた責任を科すという見地からは，被害結果と公共に対する危

険，とりわけ多大な被害結果が第三者に対して現実に生じたという点はやはり重視さ

れるべきだからである。被告人の更生可能性という見地から，被告人にとって必要か

つ適切なサポート態勢を整えた弁護人及び関係者の尽力には敬意を表するものであ

り，当裁判所も，被告人の更生，再犯の防止という観点から，社会内での受け入れ態

勢や被告人の更生への意欲等についても慎重に検討し，執行猶予を付すことがおよそ

考えられない事案ではないと判断されるものの，やはり前記の本件事案の重大性から

みて実刑に処すのが相当と判断し，刑期については酌量減軽した上で主文の量刑とし

た。 

 

【争点に関する裁判所の判断】 

 量刑の理由は「被告人の更生可能性という見地から，被告人とって必要かつ適切なサポート

態勢を整えた弁護人及び関係者の尽力には経緯を表するものであり，当裁判所も，被告人の更

生，再犯の防止という観点から，社会内での受け入れ態勢や被告人の更生への意欲当について

も慎重に検討し，執行猶予を付すことがおよそ考えられない事案ではないと判断されるものの，

やはり前記の本件事案の重大性からみて実刑に処すのが相当と判断し（た）」というものであ

る。 

 なお，判決言渡し後，裁判長から１０分近い説諭があった。記者会見には，補充２名を含む

裁判員８名全員が出席し，受け入れ態勢を整備したことは高く評価されるべきであるが，刑務

所に入って罪を償い，出所した後に適切な支援を受けるべきではないかという感想が出された

ようである。 

 

【弁護人のコメント】 

 結果的には実刑判決となってしまったが，量刑の理由及び記者会見の様子を聞く限り，弁護

人の主張は理解されたと感じている。立証のテーマを①損害，②原因，③今後に絞り，１日目，

２日目，３日目に対応させて立証を行ったことが成功した要因ではないかと思われる（被告人

質問を３回に分けたため，最終日には４０分間の補充尋問があった。）。裁判員は，更生可能

性に対する関心が高いため，執行猶予判決が予想される場合（医療観察法の申立てが予想され

ない場合には），受け入れ施設を含めた支援態勢を整備しておくことが必要であると思われる。 
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別紙１２公訴が取り消された裁判員裁判対象事件の時系列 

 

2009.12.11未明 空家の木造住宅に何者かが侵入し、ライターで放火、結果として窓枠が 

約０．１平方メートル焼損する事件が発生 

2010.1.4 特別警戒中の警官に職務質問され、軽犯罪法違反（ドライバーの所持）で現行犯 

逮捕 

      被疑者（療育手帳Ｂ１，ＩＱ数値著しく低い）が１００円ライターを所持 

      していたことから、同市内で発生していた４件の連続放火について追及さ 

れ、自白。 

2010.1.5 住居侵入・現住建造物等放火で再逮捕、翌日勾留 

2010.1.7 被疑者国選（当番弁護）初回接見 

      弁護人は会話により知的障害があることはすぐに分かった。 

      警察署及び検察庁に対して、知的障害を指摘したうえで可視化の申入 

2010.1.21 検察官面前調書（自白調書）につき確認のＤＶＤ録取 

2010.1.26 起訴 

2010.3   公判前整理手続開始（合計８回）９回目は 2010.12.20予定 

     公訴事実を全面否認 

2010.4  補充捜査：１月に作成された捜査報告書の改変（アリバイ主張の削除 

新報告書の日付は１月） 

自白の任意性・信用性が最大の争点 

信用性の立証方法につき、検察側は暗礁に乗り上げていた。 

2010.11.26 大阪地検堺支部 公訴取消 

   同日 大阪地裁堺支部 公訴棄却、釈放 

2010.12.21 公判担当だった元特捜部の高宮検事に対して、捜査報告書の改変につき 

減給１０分の１（３か月）の懲戒処分 

 




